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鉄筋コンクリート(RC)構 造物の合理的な耐衝撃設計法を確立するためには, 実験的研究のみならず

実験結果を補間する意味からも数値解析的研究を推進することが必要不可欠である. 本論文では, 単純

な材料構成則を用いたRC梁 の弾塑性衝撃応答解析法を確立することを目的として, 断面寸法や主鉄筋

比が異なり, かっ静載荷時に曲げ破壊が卓越する計13体 のRC梁 に対して有限要素法による三次元弾塑

性衝撃応答解析を行い, 本解析手法の適用性について検討を試みた. 適用性検討は, 既往の重錘落下衝

撃荷重載荷実験結果と比較する形で行った. その結果, 本解析手法は応答変位, 支点反力および重錘衝

撃力に関して, 実験結果を比較的精度よくシミュレートできることが明らかとなった. 
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1. は じめに

道路落石防護施設, 砂防ダム, 原子力発電関連施

設および危険物貯蔵施設などは, 衝撃的な外力に対

して高い安全性が要求される重要構造物である. 近

年, これらの構造物の衝撃に対する安全性を向上さ

せる目的で, 鉄筋コンクリー ト(RC)や プレストレ

ス トコンクリー ト(PC)製 梁, 柱, 板の耐衝撃問題

に関する基礎的研究が盛んに行われている. これら

の背景には, 平成元年の福井県越前海岸での落石事

故, 平成3年 の長崎県雲仙普賢岳麓の土石流災害や

平成4年 の北海道南部様似町の岩塊崩落などにみら

れるように, 大規模な自然災害が比較的頻繁に発生

し, 人命や社会生活に多大な被害を与えている実状

がある. そのため, 災害により強いRC, PC構 造物

の建設および既存構造物の補強が望まれている. し

かしながら, 構造物の衝撃挙動を把握するためには, 

実験的には衝撃実験装置, 高応答性を有するセンサ
ーや計測器が必要であること, また解析的には応力

波の波動伝播問題や大変形問題, 接触問題などを考

慮する必要があることより, 未だ研究事例が少なく

合理的な耐衝撃設計法が確立されていないのが現状

である. 

RC梁 の耐衝撃性に関する研究にっいて言及する

と, 実験的には高橋1)が急速載荷実験によりRC梁の

せん断補強筋比や載荷速度が終局限界変形に与える

影響にっいて検討を行っている. また, 井元 ら2)は

コンクリー ト強度, 主鉄筋比, せん断補強筋比およ

び重錘の衝突速度が耐衝撃性におよぼす影響にっい

て検討している. 著者らも静載荷時に曲げ破壊が卓

越するRC梁 に関して, 断面寸法や主鉄筋比および

スパン長の異なるRC梁 の耐衝撃性について検討を

行っている3)4). その結果, 静載荷時に曲げ破壊が

卓越するRC梁 にっいては, 静的曲げ耐力に基づい

た設計が可能であることを明らかにしている. 
一方, 解析的研究にっいては, 有限要素法に基づ

く藤井ら5), 井元ら2)の研究や個別要素法に基づく

中田ら6)の研究がある. また, 著者ら7)も市販の汎用

コー ドに組み込まれている比較的単純な材料構成則

を用いて, 主鉄筋比の異なるRC梁 に対 して弾塑性

衝撃応答解析を試みている. いずれの研究も, 実験

結果との比較により数値解析手法の適用性を検討し
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たものであり, 比較的良好な結果を得ている. しか

しながら, それらの数値解析結果は井元らの研究を

除くと数少ない実験データを用いた比較から得られ

たものである. また, 井元らの研究においても, 境

界条件や要素分割等のモデル化に関する検討は行っ

ていない. 従って, より信頼性のある数値解析手法

を確立するためには, 断面寸法や主鉄筋比の異な

るRC梁 を対象 とした数値解析を行い, かっ材料構

成則のみならず境界条件や要素分割等のモデル化の

影響についても詳細に検討することが肝要であるも

のと判断される. 

本研究では, 市販の汎用コードに組み込まれてい

る程度の単純な構成則を用いたRC梁 の弾塑性衝撃

応答解析の妥当性を検討することを目的として, 断

面寸法および主鉄筋比が異なり, かっ静載荷時に曲

げ破壊が卓越するRC梁 に対して有限要素法による

三次元弾塑性衝撃応答解析を試みた. なお, 本数値

解析の妥当性に関する検討は, 過去に行われた著者

らの数値解析結果7)も含め, RC梁の応答変位, 上

下端鉄筋(以 下, 上下筋)の 応答ひずみ, 支点反力

および重錘衝撃力波形に着目して, 過去に著者らに

よって行われた実験結果3)8)と比較する形で行った. 

また, 本研究では支点部の境界条件や上下筋要素の

モデル化, 要素分割等に対する解析精度を確認した

後, 各種応答性状に関して検討を行っている. 

2. 実験の概要

(1)試験体

数値解析結果の妥当性検討に用いた試験体の一覧

を表-1に 示す. RC梁 の試験体数は断面寸法, 主

鉄筋径および主鉄筋本数が異なり, せん断余裕度が

1. 0以上で静載荷時に曲げ破壊が卓越する13体 であ

る. すなわち, 各RC梁 は, 断面タイプ3種 類(A, 

B, Cタ イプ), 主鉄筋径5種 類(D10, 13, 16, 19, 

22), 主鉄筋本数3種 類(1, 2, 3本)を 組み合わせ

表-1 試験体の一覧

図-1 試験体の形状寸法および配筋状況

Aタ イプ(主 鉄筋1本) Aタ イフ(主 鉄筋2本) Aタ イプ(主 鉄筋3本)

Bタ イプ Cタ イプ
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て断面を決定 し製作している. 表中の試験体名は, 

これら試験体の断面タイプ, 主鉄筋径および主鉄筋

本数の種類 を組み合わせて示 している. すなわち, 

第1項 は断面タイプ, 第2項 は主鉄筋径, 第3項 は

主鉄筋本数を表している. なお, 参考 のために各

RC梁 の主鉄筋比Pt, 静的曲げ耐力P, 静 的せん

断耐力V, せん断余裕度V, /Pお よび衝突速度

vも 表中に合わせて示している, ここで, せん断余

裕度は静的せん断耐力V, を静的曲げ耐力P, で除

した値 と定義している. すなわち, 静載荷時のRC

梁の破壊形態は, せん断余裕度V, /P, が1. 0以 上

の場合には曲げ破壊が, またL0以 下の場合にはせ

ん断破壊が卓越することを意味 している. 

図-1に 試験体の形状寸法および配筋状況を示す. 

各試験体はいずれも純スパン200cmの 複鉄筋矩形

梁であり, A, Bお よびCタ プの断面寸法(梁 幅

×梁高)は, それぞれ16×24cm, 20×22cmお よび

16×16cmで ある. なお, 各軸方向筋は端部で厚さ

9mmの 鋼定着板に溶接されている. 

(2)重錘落下衝撃荷重載荷実験

実験はRC梁 のスパン中央部に重量196kN, 直

径15cmの 円柱状で底部が高さ2mmの 球形状 とな

っている鋼製重錘を所定の高さより自由落下させる

ことにより行っている. なお, RC梁 への重錘落下は, 

著者 らの漸増繰 り返 し載荷実験3)8)においてRC梁

が破壊に至 る衝突速度 と同一速度で単一に行 うこ と

とした. ここで漸増繰 り返 し載荷実験 とは, 衝 突速

度を1m/secか らlm/sec刻 み に増加 させRC梁 が

破壊 に至 るまで繰 り返 し載荷を行 う実験 を意味 して

いる. また, その時のRC梁 の破壊 はRC梁 中央部

の累積残留変形量 が純 スパンの1/50(本 実験の場合

は4cm)程 度 に達 した状態 と定義 している. な お, 

本実 験で は支点部の リバ ウン ドを防止 す るために, 

RC梁 の両端から25cmの 位置で鋼製の治具によ り

梁の上下 を固定 している. また, 治 具全体はRC梁

の回転を許容 し, ピ ン支持 に近 い境界条件 となって

い る. 写 真-1にRC梁 の 重錘落下衝撃荷重載荷実

験の状況 を示 してい る. 

(3)材 料の力学的特性

表-2お よび表-3に 各RC梁 の コンクリ→ トお

よび上下筋の力学的特性 を示 している. コ ンクリー

トの設計基準強度 は, 断面 がAタ イ プの鉄筋径D10, 

13お よび16の 試 験体 で はf&≡25. OMPaで あ り, 

それ以外は全てfεk=23. 5MPaで あ る. しか しなが

ら, コンクリー トを数回に分けて打設 したため, そ

れぞれ力学的特性が異なっている. 異形鉄筋 は鉄筋

径D10, 13, 16に はSD295Aを, D19, 22に はSD345

を用 いている. なお, 表-1に 示 した静的曲げ耐力

写真-1 RC梁 の重錘落下衝撃荷重載荷実験の状況

表-2 コンクリー トの力学的特性

表-3 上下筋の力学的特性

図-2 測点名および測定位置

217



Pu, は, これ らコンクリー トおよび上下筋 の力学 的

特性値 を用いて断面分割法により算出 してい る. ま

た, この ときの上下筋の降伏耐力 には規格値の下限

値 を採用 している. 

(4)測 定項 目

実験 における測定項 目は, 図 一2に 示 しているよ

うにRC梁 の上縁 あるいは下縁の変位(D-1～D-5), 

上 下端鉄筋 ひずみ(U-1～U-5, L-1～-5), 支 点反

力(R)お よび重錘衝撃力(P)で あ る. ここで, 応

答 変位の測 定には容 量80mmの 非 接触式 レーザ変

位計(応 答周波数DC～700Hz)を 用 いている. 支

点反力および重錘衝撃力の測定には, 著者 らが独 自

に開発 した起歪柱型 ロー ドセル(容 量それぞれ200

kN, 1470kNお よび応答 周波数DC～1. 5kHz, DC

～4. Okz)を 使 用 し, これ らを治具お よび重錘に組

み込んで測定を行 っている. また, これ らセンサー

からの出力はデータレコーダ(応 答周波数DC～40

kHz)に 一 括 収録 した後, 100μsec/wordの サ ンプ

リング間 隔 でA/D変 換 してい る. さ らに, 重錘 衝

撃力, 支 点反力およびひずみに関 しては, 高 周波成

分を取 り除 くため2. 5msecの 矩形移動平均法により

数値的なフィルター処理を行っている. なお, 本 フ

ィル ター処理方法 を用 いた理由は, 後章5(3)で 述

べることとする. 

3. 数値解析の概要

(1)非線形衝撃応答解析 一ド

本数値解析に用いた構造解析プログラムは, 解析

手法に有限要素法を用いた非線形衝撃応答解析用汎

用コー ドLS-DYNA(ver. 940)で ある. LS-DYNA

は, 構造物の大変形問題, 衝突体 と非衝突体 との接

触問題および予め組み込まれている材料物性モデル

を用いることにより非線形問題を解析することが可

能なコー ドである. なお本解析コー ドでは, 運動方

程式が中心差分に基づく陽解法により時間積分され, 

その時間間隔はCourantの 条件を満足するようにコ
ー ド内で決定されている. その他のIS-DYNAの 詳

細は文献9),10)に 譲る. 

(2)RC梁 のモデル化

図-3は, 支点部の境界条件や要素分割等による

解析精度を確認 した後, 最終的に本数値解析に用い

たRC梁, 重錘および治具の有限要素モデルの一例

(19-2)で ある. 図に示すように, 対象 とした数

値解析モデルは, RC梁 のスパン方向および断面方

向に2等 分した1/4モ デルである. 支点部のモデ

ル化に関しては, 数値解析結果への材料構成則以外

の影響をできる限 り取 り除くために, リバウンド防

止用の治具を忠実に再現するよう配慮 した. また, 

治具の底部境界条件は, 実験時と同様治具全体のx

軸回りの回転を拘束 しないように, 回転中心に相当

する梁軸方向中心線上の節点のみをピン支持 とした. 

重錘(重 量1. 96kN)は 全長160cmで, 上部 を

断面5×5cmの 直方体, 下部を直径15cmの 円柱

体にモデル化 し, 底部を高さ2mmの 球形状から偏

平状に簡略化 している. なお, RC梁 に作用する衝

撃荷重は, この重錘要素に所定の速度を付加するこ

とにより載荷 している. 

本数値解析で用いた要素モデルは, コンクリー ト, 

上下筋, 重錘および治具に対しては6節 点あるいは

8節 点固体要素である. しかしながら, スターラッ

プ(D6)に 対 しては, その断面積が他の要素に比較

して小さく解析所要時間に大きな影響を与えること

が予想されるため, 剛性, 断面積, 重量が等価な梁

要素とした. 総節点数および総要素数は各RC梁 で

多少異なるが, 概ね図-3に 示す試験体A-19-2の

場合(総 節点数6014, 総要素数4666)と 同程度で

ある. なお, 要素の積分点は解析所要時間の短縮を

図るため1点 積分を基本としている. しかしながら, 

上下筋要素に関 しては断面方向に一要素でモデル化

図-3 有 限要 素 モ デ ル の一 例(A-19-2)

試 験体 名: A-192

全節 点数: 6014

全要素 数4666
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しているため, 解析精度を考慮して8点 積分を用い

ることとした. 

要素間の接触に関 しては, 重錘 とコンクリー トお

よび治具 とコンクリー トの要素間に面 と面の接触 ・

剥離 を伴 う滑 りを考慮 した接触面を定義 している. 

また, 上下筋 とコンクリー トおよびスターラップと

コンクリー トの要素間は完全付着 と仮定した. この

仮定は, 1)実 験では上下筋をRC梁 端部の鋼定着板

に溶接 していることより, 定着部における上下筋の

抜け出しは生じないものと考えられること, 2)ス タ
ーラップは主に圧縮領域となる桁上縁側において定

着されていることより, 十分な定着が期待できると

考えられること, 3)実験後の曲げひびわれが比較的

広範囲に分散して発生していることより, 鉄筋の滑

りがほとんど生 じていないと判断されること, 4)解

析モデルを単純化して解析所要時間をできるだけ短

縮 したいこと, 等の根拠に基づいている. また, 解

析時間は重錘がRC梁 に衝突した時刻からRC梁 の

応答変位が十分定常状態に至るまでの160msec間

とした. 1ケ ース当た りの解析所要時間は, 図-3に

示されている程度の要素分割に対 して約4時 間(HP

9000/C240使 用)で ある. なお, 数値解析の時間間

隔は約0. 7μsecで あるが, 本論文では重錘衝撃力, 

支点反力およびひずみに関する各応答波形は, 主波

動に関する実験結果との比較を目的 としていること

より, 実験データと同様に2. 5msecの 矩形移動平均

法を用いて数値的にフィルター処理を行っている. 

(3)材料物性モデル

本数値解析では, 単純な構成則を用いた場合の弾

塑性衝撃応答解析法の適用性にっいて検討すること

を目的としているため, コンクリー トや上下筋には

IS-DYNAに 予め組み込まれている材料物性モデル

を用いることとした. 従って, コンクリー トおよび

上下筋のひずみ速度効果やひずみ軟化現象等は考慮

していない. 

コンクリー ト要素に用いたモデルは, 圧縮側に対

しては多折線近似による応力→ひずみ関係, 引張側

には破壊圧力に達 した段階で引張力が伝達されない

とする構成則から成る弾塑性体モデルである. ここ

では, 表32に 示す力学的特性に基づき, 0. 2%ひ ず

み時の応力を降伏応力とし, 0. 15%ひ ずみに達 した

状態で降伏するものと仮定してバイリニア型にモデ

ル化した. なお, 降伏応力には圧縮強度を仮定 し, 

また引張側の破壊圧力は降伏応力の1/10と した. 
一方, 上下筋要素には降伏後の塑性硬化係数H'

を考慮 した等方弾塑性体モデルを採用 した. 実験結

果の上下端鉄筋歪は, 後述の5(2)に 示されているよ

うに降伏後に交番状態を示さず, 主に引張領域にお

ける変動状態を示すことが明らかになっている. こ

れより, 鉄筋の降伏後の挙動は等方硬化を仮定 しバ

ウシンガー効果を考慮しないものとした. また, 上

下筋には, 公称の材料定数(弾 性係数E、=206GPa, 

ボアソン比μ, =0. 3, 降伏応力σyはSD295A, SD345

に対 してそれぞれ295MPa, 345MPa)を 用いるこ

ととした. その他の要素(重 錘, 治具およびスター

ラップ)に 関しては弾性体モデルを適用 し, 弾性係

数およびボアソン比をそれぞれE=206GPa, LK=

0. 3と した. 図-4に は本数値解析に用いたコンクリ

ートおよび上下筋の応カーひずみ特性を図化 して示

している. 

4. RC梁 のモデル化による解析精度の検討

ここでは, 支点部境界条件の処理, スターラップ

の有無, 上下筋のモデル化および要素分割の程度が

解析精度へ与える影響について検討を行 うものとす

る. なお, これらの精度検討は, 各項目単独の影響

のみならず, 各項目間の影響度合いに関しても行わ

図-4 数値解析に用いた応カ-ひ ずみ特性

(a)コ ン ク リー ト

(b)上 下筋
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なければならないものと考えられる. しかしなが

ら, これらの検討には膨大な計算量を要すること

より, ここでは, 最終的 に採用 したRC梁 モデル

3(2)を 基本 として, 各検討項目単独のパラメータ

のみを変化させ, その影響を調べることとした. 

(1)支 点部境界条件のモデル化に関する検討

支点部境界条件のモデル化に関する精度検討には, 

以下の3ケ ースを設定した. すなわち, 1)実 際の実

験に即 して冶具をモデル化した場合, 2)ローラー支

持を想定して支点となる上下縁の節点を上下方向に

拘束した場合, 3)支点部の下縁節点のみを上下方向

に拘束 した場合, である. なお, 対象 とした試験体

はB-19-2とC-19-2の2体 であり, 応答変位波形 と

片側支点反力波形のみに着目して検討を試みた. 図
一5および 図-6に, 応答変位波形および片側支点反

力波形に関する数値解析結果を実験結果 と比較 して

示している. 図は重錘がRC梁 に衝突する時刻の40

msec前 の時間をOmsecと し200msecま で の時 間

軸 に対 して整理 している. 本論文では, 以 降の応答

波形に関す る整理を重錘衝撃力波形を除 き, 全 て こ

の方法により行 うもの とす る. また, 図 の タイ トル

に示 されているhは, 4(5)で 述 べ るRC梁 の系 の

振動に伴 う粘性減衰定数 を意味 している. 

なお, 図-5に お ける試験体B-19-2の 測定点D-

3, D-4, D-5お よび試験体C-19-2の 測定点D-3の 実

験結果の波形 には, 急 激な負方向への高周波成分 を

含む応答が示 されている. これ は, 衝 撃 力を受ける

ことによりRC梁 が損傷 し飛散 したコンクリー ト小

片が変位計のレーザ光線を遮 った ことによるもの と

考 えられる. 従 って, 本論 文ではこの ような応答 は

真のRC梁 の応答 とは異 なるもの と判断 し無視す る

こととした. また, 以 降 の実験結果の応答変位波形

にみ られるこれ と同様 な応答について も, 同 じく無

視す ることとした. 

まず, 最 大応答変位に着 目す ると, 治具 をモデル

図-5 支点部境界条件のモデル化の影響(応 答変位波形の比較)

(H'=Es/100, h=0. 05)

(a)B-19-2 (b)C-19-2

-実 験結果

--一 支点部 に治具をモデル化 した場合

-・-・支点部の上下縁節点をロ-ラ →支持とした場合

-・・-支 点部の下縁節点をローラ-支 持 とした場合
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化 した場合および上下縁節点をローラー支持 とした

場合の数値解析結果は, 両試験体 とも実験結果と比

較的よく対応 していることがわかる. 一方, 下縁節

点のみをロ-ラ ー支持 とした場合の数値解析結果は, 

測定点D-4, D-5に おいて, 両試験体 とも最大応答

時に実験結果より大きな値を示 していることがわか

る. また, 残留変位に関しても, 冶具をモデル化し

た場合および上下縁節点をローラー支持 とした場合

の数値解析結果は, 各測定点の実験結果 と比較的よ

く対応していることがわかる. 一方, 下縁節点のみ

ローラー支持 とした場合の数値解析結果は, 実験結

果より小さくかっ支点部に近づくほど実験結果との

差が大きく示されていることがわかる. この傾向は

特に試験体B-19-2の 場合に顕著であり, 測定点D-5

の場合には異符号の値を示 している. また, 下縁節

点のみローラー支持とした場合には, 最大応答値発

生以降において振動状態を呈していない. 

次に, 図-6の 片側支点反力波形に着目して検討

を行 う. なお, 本論文では支点反力に関する考察を, 

片側のみに作用する支点反力を対象に行っている. 

また, 実験より得られた各支点部の反力波形は, 両

者良 く一致した応答を示すことを事前に確認 してい

る. 図より, 冶具をモデル化した場合の波形は実験

結果 と良好に対応 していることがわかる. しかしな

がら, ローラー支持とした他の2ケ ースに関しては, 

片側支点反力の最大値が実験結果に比較 して1/2～

2/3程 度 と小さく示されていることがわかる. 

以上より, 支点部境界条件のモデル化の影響は, 

RC梁 の衝突点近傍の応答に関しては小さく, 支点

近傍部の応答に関しては大きいものと判断される. 

特に支点反力波形への影響は大きいことが明らかに

なった. これより, 本論文では, 支点部は実験に即

して治具をモデル化し要素分割することとした. 

(2)ス タ-ラ ップの有無に関する検討

本研究では, スターラップ(D6)の 要素モデルと

して, 解析所要時間の短縮を考えて, 剛性, 断面積, 

重量が等価な梁要素にモデル化することを前提 とし

ている. しかしながら, 通常せん断スパン比が十分

大きい場合には, 上下筋のみを考慮しスターラップ

を無視 して数値解析を行 うことも多い. ここでは, 

スターラップを考慮した場合 と考慮しない場合の2

ケースを対象として数値解析を行い, スターラップ

の有無の影響について検討を行った. 対象 とした試

験体は, せん断余裕度V, /P, の比較的大きい試験

体B-10-2(v/Pu=5. 85)と 小さい試験体A-19-2

(Vu/P1. 96)で ある. なお, ここでは応答変位

波形にのみ着目して検討を行 うこととした. 

図-7は, 応答変位波形の数値解析結果と実験結

果を比較して示 したものである. 図より, せん断余

裕度の比較的大きい試験体Bj10-2の 場合には, 各測

定点におけるいずれの数値解析結果も波形の立ち上

がりから残留変位まで実験値 とよく対応しているこ

とがわかる. 一方, せん断余裕度の比較的小さい試

験体A-19-2に 着 目すると, スターラップを考慮し

た場合の数値解析結果は, 全測定点に渡って最大応

答変位, 残留変位および振動性状 とも実験値をほぼ

近似している. それ に対して, スターラップを無視

した場合の数値解析結果は, 最大応答変位に関して

は測定点D-1～D-3に おいて実験結果より多少大

きく, D-5に おいては実験結果の1/2程 度 と小さく

示されている. また, 応答変位波形は衝撃荷重除荷

後振動を示さず徐々に残留変位値に漸近している. 

さらに, その残留変位値は, 実験値に対して過小評

価の傾向にあることがわかる. 

以上より, スターラップの有無が数値解析結果に

与える影響は, せん断余裕度が大きく曲げひびわれ

が卓越するRC梁 に対 しては小さいが, せん断余裕

図-6 支点部境界条件のモデル化の影響(片 側支点反力波形の比較)

(KJ, =Es/100, h=0. 05)

(a)B一19-2 (b)C-19-2

-実 験結果

--支 点部に治具をモデル化した場合

--支 点部の上下縁節点をローラー支持とした場合

・-支 点部の下緑節点をローラー支持とした場合
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度が小さく曲げひびわれとせん断ひびわれが混在 し

てくるようなRC梁 に対 しては大きいことが明らか

になった. ここでは, せん断ひびわれが混在 してく

るようなせん断余裕度の小さいRC梁 に対 しても適

切な評価が可能となるように, スターラップを考慮

して解析することとした. 

(3)要素分割およびモデル化に関する検討

a)要 素分割数に関する検討

数値解析を行う場合には, 一般に要素分割数が少

なくかっ精度の高い数値解析が望まれる. しかしな

がら, 要素分割は解析精度および解析所要時間に大

きく影響するため, 予め要素分割数 と解析精度の関

係について十分検討しておくことが重要である. こ

こでは, RC梁 断面の分割数が数値解析結果に与え

る影響について検討することを目的として, せん断

余裕度(Vu/Pu)が 比較的小さい試験体C-19-2(Vu/

Pu=2. 30)の 応答変位波形に着目して検討を行った. 

図-8に, RC梁 断面の要素分割ケースを示す. こ

こで設定した要素分割数は, 断面方向に対 して7×

10分 割, 5×9分 割および3×6分 割の3ケ ースで

ある. 7×10分 割および3×6分 割の場合における

鉄筋要素を除いた一要素の梁高さ方向の大きさは, 

それぞれ梁高さの1/8, 1/4程 度である. なお, スパ

ン方向の分割数は半スパンに対し各ケースで同一の

32分 割 としている. 

図-9よ り, 各ケースの応答変位波形はいずれの

測定点においてもそれぞれ同様の応答性状を示 して

おり, かっ実験結果 ともよく対応 していることがわ

かる. これより, 応答変位波形に関しては, 鉄筋要

素を除いた一要素の梁高さ方向の大きさが梁高さの

1/4程 度で, 断面の分割数が3×6分 割と極端に粗

い場合においても, 工学的に十分な精度を有してい

ることが明らかになった. しかしながら, ここでは

RC梁 のひびわれ位置をより正確に推定評価するた

め, 7×10分 割程度 とした. 

b)上 下筋のモデル化に関する検討

RC梁 の耐衝撃挙動に関する数値解析では, 解析

図-7 ス ター ラ ップの有 無 の影 響(応 答 変 位 波形 の 比較)

(H'=Es/100, h=0. 05)

(a)B-10-2 (b)A-19-2

-実 験結果

--スターラップを考慮 した場合

・スターラップを無視 した場合
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所要時間の短縮を考慮 して, 上下筋を梁幅方向に断

面積の等価な平板状の三次元固体要素としてモデル

化する場合(以 下, 平板モデル)や, 上下筋を剛性, 

断面積, 重量の等価な梁要素 としてモデル化する場

合(以 下, 梁要素モデル)が 考えられる. ここでは, 

上下筋要素のモデル化が数値解析結果におよぼす影

響を検討するために, 上下筋断面を忠実にモデル化

した場合(以 下, 標準モデル)も 含め, 図-10に 示

す3モ デルに関 して, 要素分割の精度検討の場合と

同様試験体C-19-2を 用いて検討を行った. なお, 

RC梁 断面方向の要素分割は, 各ケースとも前項の

検討で良好な精度が得られた3×6分 割程度として

いる. また, 平板モデルおよび梁要素モデルも標準

モデルと同様に, スターラップ(D6)を 梁要素 として

図-8 断面 の要 素 分割 ケー ス(C-19-2)

(a)7×10分 割 (b)5x9分 割 (c)3x6分 割

図-9 断 面 の要 素 分割 数 の 影響(C-19-2)

(H'=Es/100, h=0. 05)

-実 験結果 -・ ・・5×9分 割

…7×10分 割 -・・-3×6分 割

図-10 上下 筋 の モ デル 化(C-19-2)

(a)標 準モデル (b)平 板モデル (c)梁要素モデル

図-11 上 下 筋 のモ デ ル化 の 影響(C-19-2)

(H=Es/100, h=0. 05)

-実 験結果 -・・-平 板モ デル

--標 準 モデル -・-・梁要 素モデル
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配置 している. 

図-11よ り, 梁要素モデルの場合には測定点D-4, 

D35の 最大応答変位および残留変位が, 他の解析結

果および実験結果に比べて小さく示されている. ま

た, 梁要素モデルの場合には全ての波形において荷

重除荷後に振動状態が示されていないことがわかる. 
一方, 標準モデルと平板モデルの場合の数値解析結

果は比較的よく一致しており, かっ実験結果 ともよ

く対応していることがわかる. 

以上より, 上下筋を梁要素 としてモデル化する場

合には, 解析精度が保障されない可能性があること

より, その適用性にあたっては十分な検討が必要で

あることが明らかになった. また, 断面積の等価な

平板状の三次元固体要素 としてモデル化する場合に

は, 最大応答変位や残留変位の算定に対 しては十分

な精度 を有 しているものと判断される. ここでは, 

前項の検討 と同様にひびわれ位置をより正確に推定

評価するため, 上下筋を忠実にモデル化する標準モ

デルを採用することとした. 

(4)上下筋要素の硬化係数H'の 決定

本研究では, コンクリート要素および上下筋要素

には図-4で 示 した単純なバイリニア型の応カ-ひ

ずみモデルを用いることとしている. これは, コン

クリー トや鉄筋が土塑性域に達するような場合には, 

降伏棚域 を越 える状態やRC梁 の動的応答性状に少

なからず影響 をおよぼす もの と考 えられているひず

み速度効果な どの不確定な効果 に対処するためであ

る. ここで は, 特 に硬化係数H'の 中に真の塑 性 硬

化の他 ひずみ速度効果 などの不確定 な効果 を全て含

むもの と仮定 し, 数値解析結果 と実験結果 を比較す

るこ とに よ り最 適 なH'値 を決定することとした. 

対 象 とした試験 体 は, 表-1に 示す試験 体の うち, 

せん断余裕度Vu, /Pu, が最 小, 最 大 およびその中間

値 を示す試 験体A-22-2, A-10-1お よびB-13-2で あ

る. また設定 した硬化係数はH'=0, E, /100, E, /10

の3ケ ースであ り, 各応答変位波形 に着目 して検討

を行 うこととした. 

図-12に 硬化係数H'を 変化 させた場合 の数値解

析結果 と実験結果の応答変位波形 を比較 して示 して

いる. 図 より, せ ん断余裕度の小 さい試験体A-22-2

に お ける最大応答変位はいずれ も実験結果 と同程度

に示 されている. 残 留変位は測定点D-1お よびD-2

において はH'=E, /10を 用 いた場合が, その他にお

いてはH'=E/100を 用 いた場合が実験結果 と比較

的よく一致 している. また, せ ん断余裕度 の大 きい

試験体A-10-1に 関 して は, 最 大 応答変位 は測定点

D-3を 除 いていずれ も実験結果 よ り若干小 さく評価

されている. 残留変位 は測定点D-1, D-2お よびD-3

にお いてH'=E, /100を 用 いた場合が, その他 にお

図-12 硬化係数H'を 変化させた場合の応答変位波形の比較(h=0. 05)

(a)A-22-2 (b}B-13-2 (c)A-10-1

-実 験 結 果 →--H'=0

--H'=Es1100 -・-・-H'=E5110
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いてはH'=0を 用いた場合が実験結果をよく近似

している. せん断余裕度が中間的な試験体B-13-2に

関しては, 最大応答変位はいずれも実験結果 と同程

度か若干小さく示されている. また, 残留変位はH'

=E, /100の 場合が実験結果を最もよくシミュレー

トしていることがわかる. 

以上より, 主鉄筋のひずみ速度が最大でも7程 度

(後述の 図-16参 照)で ある本重錘落下衝撃に対し

ては, 硬化係数H'にE, /100を 用いた場合の数値解

析結果が実験結果と最もよく対応 していることが明

らかになった. 従って, 以後の数値解析は全てH'

=E/100を 用いて行うこととする. 

(5)減 衰定数hの 決定

RC梁 の衝撃応答問題において, コンクリート要

素および上下筋要素の塑性化に伴 う減衰作用の他に, 

RC梁 の系の振動 に伴 う質量に依存 した粘性減衰作

用がある. ここでは, 実験結果に対応 した系の振動

に伴う粘性減衰定数(以 下, 単に減衰定数h)を 決

定するための数値解析を試みた. 比較検討は硬化係

数H'の 検討 と同様に, 試験体A-22-2, B-13j2お よ

びA-10-1の 応答変位波形に着目して行った. なお, 

検討に用いた減衰定数は, h=0. 0, 0. 05, 0. 10の3ケ
ースである. 

図-13に 減衰定数hを 変化させた場合の数値解析

結果と実験結果の応答変位波形を比較して示 してい

る. 図より, せん断余裕度v,/Puの 大小に関わら

ずh=0. 10の 場合における数値解析結果は実験結

果に比較して小さな応答を, h=o. oの 場合には実

験結果より大きな応答を示 していることがわかる. 

減衰定数h=o. 05と した場合が実験値 と最もよく

対応していることより, 以後の数値解析では, 全て

h=0. 05を 用いることとする. 

5. 数値解析結果 と実験結果の比較

単純な構成則を用いだ静載荷時に曲げ破壊が卓越

するRC梁 の弾塑性衝撃応答解析法を確立すること

を目的として, 前述の各種精度の検討を基にせん断

余裕度V/P, の異なる合計13体 のRC梁 に対す

る弾塑性応答解析を行い, 実験結果との比較を試み

た. 以下, 各項目ごとに検討を行う. 

(1)応答変位に関する比較

図-14に, RC梁 の応答変位波形に関する数値解

析結果と実験結果を比較 して示している. ここでは, 

せん断余裕度V, /Pu、が2. 7～6. 0程 度である試験

体A-10-3, A一13-2, A-16-2, B-13-2, C-10-2お よび

C-13-2に 着目して検討を行 うこととする. 図より, 

最大応答変位に関しては数値解析結果が実験結果よ

図-13 減衰定数hを 変化させた場合の応答変位波形の比較(H'=E/100)

(a)A-22-2 (b)B-13-2 (c)A-10-1

-実 験 結 果 -・-・h=0

--h=0. 05 ---=30. 10
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り若干小さく示されているケースがみられるものの

その差は最大でも試験体C-10-2の 測定点D-3で20

%積 渡 である. また, 残留変位 に関 しては, 数値

解析結果が実験結果を比較的良好にシミュレー トし

ていることがわかる. 一 方, 応 答 性 状 に関 して は, 

せ ん断余裕度が図中最 も小 さい試験体A-16-2(V/

Pu=2. 74)お よび最 も大 きい試験体C-10-2(Vu/

Pu=6. 04)と も, 波動 の立 ち上が り勾 配や振 動性

図-14 応答変位波形に関する数値解析結果 と実験結果との比較(H'=E/100, h=0. 05)

A-10-3 A-13-2 A-16-2

-実 験結果
-数 値解析結果

B-13-2 C-10-2 C-13-2

-実 験結果

--数 値解析結果
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状が, 数値解析結果と実験結果で比較的よく対応 し

ていることがわかる. 

図-15は 各RC梁 の最大応答変位 と残留変位に

関する数値解析結果を実験結果 と比較して示 してい

る. 図中45の 勾配を持っ直線は数値解析結果 と

実験結果が一致していることを意味 している. すな

わち, 直線より下側の領域は実験結果が大きいこと

を, 上側の領域は数値解析結果が大きいことを表 し

ている. なお, 試験体A-10-2の 残留変位にっいて

は, その値が第1波 の最大値より大きく示され, 明

らかに変位測定用治具に不具合が発生したと考えら

れるため, 比較検討 より除外した. 

(a)図 より, 最大応答変位に関しては, 実験結果

が数値解析結果より若干大きな値を示す傾向がみら

れる. しかしながら, 全数値解析結果と全実験結果

の各平均値の差は2. 8mmと 小さいことより, 両者

は比較的よく対応 しているものと判断される. 一方, 

(b)図 より, 残留変位に関しても数値解析結果 と実

験結果は良好に対応 していることがわかる. ここで

は全数値解析結果の平均値が全実験結果のそれより

約0. 14mmと わずかに大きく示されるにとどまって

いる. これより, 静載荷時 に曲げ破壊が卓越する

RC梁 に関しては, 本解析手法を用いることにより, 

RC梁 の耐衝撃設計において重要な指標である最大

変位量および残留変位量を精度良く推定可能である

ことが明らかになった. 

(2)応答ひずみに関する比較

図-16は, RC梁 の応答ひずみ波形に関する数値

解析結果と実験結果を比較して示 している. ここで

は, せん断余裕度V/Pu, が4. 0～6. 0程 度である

試験体A-10-3, B-13-2お よびC-10-2に 着目して検

討 を行 うこととした. なお, ひず み波形には衝撃初

期 に解析値, 実 験値 ともに500Hz以 上 の高 周 波成

分 が含 まれている. しか しながら, 図 一14よ り応

答変位波形 が25Hz以 下 の比較的低周波であること

より, それらは工学的に重要ではないもの と判断 し, 

いずれの波形 も2. 5msecの 矩 形 移動 平 均法による

数値的なフィルター処理 を行 い整理す ることとした. 

まず, (a)図 の上端鉄筋 ひずみにっいて考察す る. 

図 よ り, 実 験結果においてはいずれの試験体におい

ても載荷点直下である測定点u-1の ひずみ分布は圧

縮 ひずみを示 さず, 衝撃初期 から引張 ひずみを示 し, 

波 動の立ち上が りから20～40msec程 度 でほぼ一一定

値 となってい る. 測 定点U-2～U34に 関 しては, 載

荷点から離れ るにしたがい波動の立ち上が りが遅 く

なる傾向を示 している. 数値解析結果 と実験結果を

比較す ると, 試 験体A-10-3に 関 しては, 測定点U-5

を除 き, 数 値解析結果は実験結果 と比較的よく対応

している. 他 の試験 体B-13-2, C-10-2に 関 して も, 

測 定点U-1, U-2に 関す る数値解析結果は, 振動性

状 を含め実験結果の分布性状 を比較的 よく再現 して

いるもの と考えられる. しか しなが ら, 全 て のRC

梁 における測定点U-5や, 試験 体B-13-2のU-3, UL4

お よびC-10j2のU-3で は両者の差が大 きい. 

次 に, (b)図 の下端鉄筋ひずみに関す る考察を行

う. 下 端鉄筋ひずみの場合には, コ ンクリー トにひ

びわれが発生す ることよ り, そ のひびわれ発生位置

によって鉄筋ひずみの値 は大 きく異 なって くる. 従

って, 実験 結果 と数値解析結果のひびわれ発生位置

が等 しくならない限 り, 両者の鉄筋 ひずみ分布 は合

致 したものにならない. 本 論文では, 定 性的な特 性

評価 の可能性 を検討するため, 敢 えて このような条

件下で比較を行 うこととした. 図 より, いずれの試

図-15 最大応答変位および残留変位に関する数値解析結果と実験結果の比較

(a)最 大応答変位

□A-10-1

△A-10-2

○A-10-3

☆A-13-2

▽A-16-2

×A-19-2

◇A-22-2

□B-10-2

△B-13-2

○B-19-2

xC-10-2

▽c-13-2

×C-19-2

(b)残 留変位

□A-10-1

○A-IO-3

☆A-13-2

▽A-16-2

×A-19-2

◇a-2z-z

□B-10-2

△B-13一2

○B-19-2

xC-10-2

▽c-13-2

×C-19-2
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図-16 応答ひずみ波形に関する数値解析結果と実験結果 との比較

(a)上 端鉄筋ひずみ

A-10-3 B-13-2 C-10-2

-実 験結果

---数 値解析結果

(b)下 端鉄筋ひずみ

A-10-3 B-13-2 C-YO-2

-実 験結果

-数 値解析結果
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験体においても測定点L-1に おける数値解析結果は, 

最大値 が20, 000～30, 000μ ひずみを示している. 

それに対 して, 実験結果は10, 000μ 以下の相対的

に小さな引張ひずみを示 してお り, 両者で大きく異

なっていることがわかる. この差は, 上述のように

数値解析結果と実験結果におけるコンクリ-ト のひ

びわれ位置が異なることに起因しているものと推察

される. 測定点L-2に おけるひずみ分布に関しては, 

試験体A-1033の 場合には初期の波動の立ち上がり

性状が実験結果 と数値解析結果で異なっている. 試

験体B-13-2の 場合には, 数値解析結果は実験結果

の2倍 程度の値 となっている. しかしながら, 振動

性状は両者よく対応 している. 測定点L-3～L-5の

ひずみ分布に関 しては, いずれの試験体においても

絶対値的には数値解析結果と実験結果には2倍 以上

の差があるものの, 振動性状は両者よく対応してい

ることがわかる. 

以上より, 本解析手法を用いることにより, 鉄筋

ひずみの最大応答値等を定量的に算定評価すること

は不可能であるが, 動的応答に関する定性的な挙動

を把握することは可能であるものと判断される. 

(3)片 側支点反力および重錘衝撃力に関する比較

図-17は, RC梁 の片側支点反力波形に関する数

値解析結果 と実験結果 との比較図である. ここでは

特に試験体A-10-2, A-19-2, A-22-2お よびB, Cタ イ

プ各3試 験体の計9体 に着目して検討を行うことと

した. なお, 数値解析における支点反力は支点ロー

ドセル腹部要素 に発生す る全軸方向応力を集積す る

ことによ り算定評価 した ものである. また, そ の波

形 はひずみ波形 と同様に, 解 析値および実験値 とも

に2. 5msecの 矩 形移動平均法 による数値的 なフィル

ター処理 を行 って整理す ることとした. この数値的

フィルタ-処 理 とは, 図-18に 示 した本矩形移動平

均処理の影響 に関する検討例 よ り, 1)実 験 および数

値解 析結果の原波形に示されている500Hz以 上 の

高周波成分は, これ まで述べて きた応答周波数が25

Hz以 下 である変 位波 形 に照 らして工学的に重要で

ないもの と判断されること, 2)工 学 的に重要 と判断

される低周波成分波形 を強調 した状態に対 して比較

検討す るべ きであること, に基づいている. 

図-17よ り, 実験 結果の支点反力波形には数値解

析結果に比べて より高周波成分が含 まれていること

が確認 され る. そのため, 試験体B-10-2お よびB3

13-2の 場 合における実験結果の最大応答値 は若干小

さく示 されている. 支 点反力の作用時間 に関 しては, 

試験体C-10-2を 除 くと数 値 解析結果 は極めて良好

に実験結果 と対応 していることがわかる. また, せ

ん断余裕度V/P, が概 ね等 しい試験体A-19-2, B-

1932とA-10-2, B-1032に 着 目す ると, 第1波 の作用

時間 はそれぞれ約25msec, 40msecと 数値解析結果, 

実 験 結 果 ともにほぼ等 しい ことがわかる. さ らに, 

全波 形について も, せん断余裕度が小 さい試験体 ほ

ど応答周期は短 くなる傾向を示 していることがわか

る. な お, 図 一19に は, 全試 験体の最大片側支点反

力に関する数値解析結果 と実験結果 を比較 して示 し

図-17 片側支点反力波形に関する数値解析結果 と実験結果の比較

(A-10-2) (B-10-2) (C-10-2)

(A-19-2) (B-13-2) (C-13-2)

(A-22-2) (B-19-2) (C-19-2)

-実 験結果

--数 値解析結果
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ている. 図より, 両者はA-22-2を 除き比較的よく一

致していることがわかる. 

図-20は, RC梁 の重錘衝撃力波形に関する数値

解析結果を実験結果 と比較して示 している. なお, 

数値解析における重錘衝撃力は, 重錘底部要素に発

生する全軸方向応力を集積 して算定評価 したもので

ある. 対象 とした試験体は, A, B, Cタ イプ各2試

験体ずっの計6体 である. これ, は, A-19-2, A-22-2

以外のAタ イプRC梁 の実験時には重錘衝撃力測定

用ロードセルが試作段階中であり, 重錘衝撃力の測

定を行っていないためである. また, 紙面の都合に

よりB, Cタ イプは2体 ずっとした. 重錘衝撃力に関

しても支点反力波形同様2. 5msecの 矩形移動平均法

による数値的なフィルター処理を行っている. なお, 

比較図は応答変位や支点反力波形に比べてより高周

波成分を含んでいることより, 時間軸を2倍 に拡大

して図示している. 

図より, 実験結果はいずれの試験体においても, 

初期の立ち上がりが急激で継続時間が2. 5msec程

度の衝撃力が作用し, その後振幅が第1波 目の1/2

程度で継続時間が15msec以 上と長い波動が示され

ている. これに対して, 数値解析結果は, 実験結果

のような初期の大きな衝撃力波形は示されていない. 

特に試験体A-19-2, A-22-2, B-19-2の ようにせん断

余裕度V/JHの 比較的小 さいRC梁 の場合には, 

初期の衝撃力が引張力 となっている. これは, 重錘

底部形状が偏平の場合には初期衝撃力が常に圧縮に

なるものと判断されることより, RC梁 と重錘が相

互に複雑に連成 しているためと推察される. 

また, RC梁 の応答変位波形や片側支点反力波形

は, 図 一14お よび図-17よ り明らかなように, 衝

撃初期の波動の立ち上がりがゆるやかで波動の半周

期が50msec前 後である. 従って, 重錘衝撃力は継

続時間の短い第1波 目よりも, 継続時間の比較的長

い第2波 目がRC梁 の衝撃応答に大きく影響 してい

るものと判断される. このような考え方に基づき, 

重錘衝撃力の第2波 目に注目して数値解析結果と実

験結果を比較すると, 試験体B-13-2を 除き両者は比

較的よく対応 していることがわかる. 

(4)コ ンクリー トのひびわれ分布と第1主 応力分布

図-21に は, RC梁 の最大応答変位発生時近傍

(重錘の衝突後約20msec)に おける梁側面第1主 応

力の等色分布を, 実験終了後のRC梁 側面に発生 し

たひびわれ図 と重ねて示している. 図は, 各要素の

応力を重心点応力で代表させ, かっ零応力(ひ びわ

れが発生しコンクリー ト要素の応力が解放された状

態)を 強調 し, ひびわれの発生領域が明瞭に示され

るように等色レベルを設定して描かれたものである. 

なお, 数値解析結果の等色分布図はスパン中心軸に

対して左右に展開して示している. 

せん断余裕度Vu/Pの 比較的大 きい試験体(A-

10-1, B-10-2, C-10-2)の 等色分布図より, 中心から

支点部に至るまで, 上縁から下縁までにおよぶ明瞭

図-18 フ ィル ター処 理 の 影響(A-19-2)

(a)解 析結果

-2. 5msec矩 形移動平均処理の場合

-無 処理の場合

(b)実 験結果

-2. 5msec矩 形移動平均処理の場合

-無 処理の場合

図-19 最大片側支点反力の比較

□A-lo-1

△A-10-2

○A-10-3

☆A-l3-2

▽A-16-2

×A-19-2

◇a-z2-2

□B-10-2

△B→13-2

○B-19-2

XC-10-2

▽C-13-2

×C-19-2
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な曲げひびわれ(図 中, 緑色の等色線)が 発生して

いることが推察される. これは, 実験終了時のひび

われ分布によく対応している. また, このとき中心

部近傍には上縁部から下縁部にかけて引張応力(図

中, 赤色の等色分布)が 生 じている. 
一方, せん断余裕度の比較的小さい試験体(A-1住

2, A-22-2, B-19-2)の 等色分布図には, 支点部近傍

に曲げひびわれが示されていない. また, 載荷点部

の上縁部から斜め方向へのひびわれ(図 中, 緑色の

等色線)が 明瞭に示されている. この状態 も実験終

了時のひびわれ分布に非常によく対応している. さ

らに, 中心部の下縁には引張応力が発生せず, 中心

部上縁から支点部にかけ斜め方向に引張応力(図 中, 

赤色の等色分布)が 分布していることがわかる. 

以上より, 本数値解析手法を用いることにより, 

静載荷時に曲げ破壊が卓越するRC梁 の重錘落下衝

撃荷重載荷時のひびわれ分布や変形分布の定性的な

特性がほぼ推定できることが明らかになった. 

6. まとめ

本研究では, 市販されている汎用コードに組み込

まれている比較的単純な材料構成則を用いた場合の

RC梁 の弾塑性衝撃応答解析法を確立することを目

的として, 断面寸法および主鉄筋比が異なり, かっ

静載荷時に曲げ破壊が卓越するRC梁 に対して有限

要素法による三次元弾塑性応答解析を行い, 各種精

度検討の後, 既往の実験結果と比較する形で, 本解

析手法の適用性について検討を行った. また, 本解

析は重量1. 96kNの 円柱状重錘が6m/sec以 下でRC

梁のスパン中央部に衝突する場合に関して行ってい

る. 本研究で得 られた結論を要約すると, 

1)支点部境界条件は, 実験に即 して治具をモデル化

する場合には, RC梁 の応答変位および支点反力

を良好にシミュレー トするが, 単純化 して支点と

なる節点に拘束条件を与える場合には, 支点部近

傍の応答を十分に評価できない可能性がある. 

2)スターラップは, せん断余裕度Vu/P, が小さく

せん断ひびわれが混在してくる場合にはこれを考

慮する必要がある. 

3)RC梁 断面の要素分割において, 応答変位波形に

関しては, 鉄筋要素を除いた一要素の梁高さ方向

の大きさが梁高さの1/4程 度の分割数でも工学的

に十分な解析精度を得ることが可能である. 

4)上下筋を梁要素を用いてモデル化する場合には, 

解析精度が保障されない場合がある. 一方, 上下

筋を三次元固体要素を用いて忠実にモデル化する

場合や, 梁幅方向に断面積の等価な平板状の三次

元固体要素としてモデル化する場合には, 工学的

には十分な解析精度で最大応答変位や残留変位が

算定可能である. 

5)本解析手法を用い, 最大応答変位発生時近傍にお

ける第1主 応力分布を算定することにより, 静的

なせん断余裕度が2. 0以 上のRC梁 に関する重錘

落下衝撃荷重載荷時におけるひびわれの定性的な

分布特性がほぼ推定可能である. 

6)重錘落下衝撃荷重載荷時のRC梁 の変位, 片側支

点反力および重錘衝撃力に関する弾塑性応答性状

は, 静的なせん断余裕度が2. 0以 上で静載荷時に

曲げ破壊が卓越するRC梁 の場合には, 上下筋の

塑性硬化係数H'お よび減衰定数hを 適切に同定

することで, 本数値解析手法により十分評価可能

である. 本数値解析では検討結果, H'=E, 100

(E: 上下筋の弾性係数), h=0. 05と した. 

図-20 重錘衝撃力波形に関する数値解析結果と実験結果の比較

(A-19-2) (B-13-2) (C-13-2)

(A-22-2) (B-19-2} (C-19-2)

-実 験結果

--数 値解析結果
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図-21 実験後のコンクリ→ トひびわれ分布と最大応答変位発生時近傍の第1主 応力分布
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ELASTO-PLASTIC IMPACT ANALYSIS ON RC BEAMS 

 WITH STATICALLY BENDING FAILURE MODE

Norimitsu KISHI, Hiroshi MIKAMI, Ken-ichi G. MATSUOKA 

 and Tomohiro ANDO

 In order to establish a rational elasto-plastic impact analysis method on reinforced concrete (RC) 

beams with statically bending failure mode, an applicability of three-dimensional finite element method 

(FEM) with a simple constitutive law is discussed. The applicability is confirmed by comparing with the 
experimental results on thirteen RC beams obtained from a steel weight freely dropping impact test. 

From this study, it is seen that the dynamic responses of displacement of RC beam, reaction force and 

impact force occurred in a steel weight can be estimated with good accuracy by using the proposed 

method. 
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